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公布された条例のあらまし 

 

 

◇大阪市会情報公開条例の一部を改正する条例 

１ 大阪市道路公社の清算の結了に伴い、規定を整備することにしました。 

２ この条例の施行期日は、議長が定めることにしました。 

（平成26年大阪市条例第135号 市会事務局総務担当） 

◇大阪市公文書管理条例の一部を改正する条例 

１ 大阪市道路公社の清算の結了に伴い、規定を整備することにしました。 

２ この条例の施行期日は、市長が定めることにしました。 

（平成26年大阪市条例第136号 総務局行政部行政課） 

◇大阪市情報公開条例の一部を改正する条例 

１ 大阪市道路公社の清算の結了に伴い、規定を整備することにしました。 

２ 必要な経過措置を講ずることにしました。 

３ この条例の施行期日は、市長が定めることにしました。 

（平成26年大阪市条例第137号 総務局行政部行政課） 

◇大阪市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

１ 個人情報保護審議会の権限に属する事項の範囲及び委員の定数を改めると

ともに、同審議会に部会を設置することにしました。 

２ この条例は、公布の日（平成26年12月１日）から施行することにしました。 

（平成26年大阪市条例第138号 総務局行政部行政課） 

◇大阪市防災・減災条例 

１ 市民等の生命、身体及び財産を災害から保護するため、防災・減災に関し、

基本理念を定め、本市、市民及び事業者の責務を明らかにするとともに、災

害予防・応急対策及び災害復旧・復興対策に関し必要な事項を定めるため、

条例を制定することにしました。 

２ この条例は、平成27年２月１日から施行することにしました。 

（平成26年大阪市条例第139号 危機管理室危機管理課） 

◇大阪市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

１ 出産育児一時金の額を改めることにしました。 

２ この条例は、平成27年１月１日から施行することにしました。 

（平成26年大阪市条例第140号 福祉局生活福祉部保険年金課） 

◇大阪市公園条例の一部を改正する条例 

１ 都市公園における公園施設の設置基準を改めることにしました。 

２ この条例は、平成27年４月１日から施行することにしました。 

（平成26年大阪市条例第141号 建設局公園緑化部調整課） 

◇大阪港スポーツアイランド施設条例の一部を改正する条例 

１ 舞洲体育館を廃止することにしました。 

２ この条例は平成27年４月１日から施行することにしました。 
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（平成26年大阪市条例第142号 港湾局総務部監理調整担当） 

◇大阪市火災予防条例の一部を改正する条例 

１ 屋外における大規模な催しに係る防火管理に関し必要な事項を定めるとと

もに、届出の対象となる火災とまぎらわしい煙等を発するおそれのある行為

等の範囲を改めることにしました。 

２ 必要な経過措置を講ずることにしました。 

３ この条例は、平成27年４月１日から施行することにしました。 

（平成26年大阪市条例第143号 消防局予防部予防課） 

◇消防協力者等損害補償条例の一部を改正する条例 

１ 児童扶養手当法の一部改正に伴い、年金たる損害補償の支給と児童扶養手

当の支給との調整に係る規定を改めることにしました。 

２ この条例は、公布の日（平成26年12月１日）から施行することにしました。 

（平成26年大阪市条例第144号 消防局総務部人事課） 

◇大阪市立学校設置条例の一部を改正する条例 

１ 鶴町小学校及び鶴浜小学校を統合して鶴町小学校とすることにしました。 

２ この条例は、平成27年４月１日から施行することにしました。 

（平成26年大阪市条例第145号 教育委員会事務局総務部学事課） 

 

 

公布された規則のあらまし 

 

 

◇大阪市北区役所事務分掌規則等の一部を改正する規則 

１ 大阪市住民基本台帳カードの利用に関する条例の施行及び同条例施行規則

の制定に伴い、各区役所において、住民基本台帳カードの利用登録に関する

事務を他の区役所に所属する職員に補助執行させることができることにしま

した。 

２ この規則は、平成26年12月１日から施行することにしました。 

（平成26年大阪市規則第210号） 

◇大阪市住民基本台帳カードの利用に関する条例施行規則 

１ 大阪市住民基本台帳カードの利用に関する条例の施行に伴い、住民基本台

帳カードの利用に関して必要な事項を定めることにしました。 

２ この規則は、平成26年12月１日から施行することにしました。 

（平成26年大阪市規則第211号 市民局総務部総務課） 

◇職員の初任給及び昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則 

１ 法務職員の初任給を定めることにしました。 

２ この規則は、公布の日（平成26年12月２日）から施行することにしました。 

（平成26年大阪市規則第212号 人事室給与課） 

◇職員の任用に関する規則の一部を改正する規則 

１ 職種法務職員の新設に伴い、必要な規定の整備を行うことにしました。 

２ この規則は、公布の日（平成26年12月２日）から施行することにしました。 
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（平成26年大阪市人事委員会規則第18号 行政委員会事務局任用調査部任用課） 

◇職務の級の標準的な職務の内容及び職員の職務の級を決定する基準に関する

規則の一部を改正する規則 

１ 法務職員の職務の級を決定する基準を定めることにしました。 

２ この規則は、公布の日（平成26年12月２日）から施行することにしました。 

（平成26年大阪市人事委員会規則第19号 行政委員会事務局任用調査部調査課） 

 

 

公布された規程のあらまし 

 

 

◇大阪市交通局任期付企業職員の給与の特例に関する規程の一部を改正する規

程 

１ 期末手当の支給割合及び勤勉手当の額の算定方法を改めることにしました。 

２ その他必要な規定を整備することにしました。 

３ この規程は、平成26年12月１日から施行することにしました。 

（平成26年大阪市交通事業管理規程第60号 交通局経営管理本部職員部労務課） 

◇大阪市交通局企業職員の期末手当及び勤勉手当に関する規程の一部を改正す

る規程 

１ 期末手当の支給割合及び勤勉手当の額の算定方法を改めることにしました。 

２ その他必要な規定を整備することにしました。 

３ この規程は、平成26年12月１日から施行することにしました。 

（平成26年大阪市交通事業管理規程第61号 交通局経営管理本部職員部労務課） 

◇大阪市交通局企業職員の退職手当に関する規程の特例に関する規程 

１ 交通局独自の早期退職制度を定めるため、特例措置を講ずることにしまし

た。 

２ この規程は、平成26年12月４日から施行することにしました。 

（平成26年大阪市交通事業管理規程第62号 交通局経営管理本部職員部労務課） 

 

 

 

 

 

 

次に掲げる条例を公布する。 

大阪市会情報公開条例の一部を改正する条例 

大阪市公文書管理条例の一部を改正する条例 

大阪市情報公開条例の一部を改正する条例 

大阪市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

大阪市防災・減災条例 

大阪市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

条      例 
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大阪市公園条例の一部を改正する条例 

大阪港スポーツアイランド施設条例の一部を改正する条例 

大阪市火災予防条例の一部を改正する条例 

消防協力者等損害補償条例の一部を改正する条例 

大阪市立学校設置条例の一部を改正する条例 

平成26年12月１日 

大阪市長  橋 下   徹  

 

 

 

大阪市条例第135号 

大阪市会情報公開条例の一部を改正する条例 

 大阪市会情報公開条例（平成13年大阪市条例第24号）の一部を次のように改

正する。 

 第７条第１号ウ中「及び大阪市道路公社（以下「住宅供給公社等」という。）」

を削り、同条第２号及び第５号中「住宅供給公社等」を「大阪市住宅供給公社」

に改める。 

   附 則 

 この条例の施行期日は、議長が定める。 

（平26.12.１掲示済） 

 

 

 

大阪市条例第136号 

   大阪市公文書管理条例の一部を改正する条例 

 大阪市公文書管理条例（平成18年大阪市条例第15号）の一部を次のように改

正する。 

 第２条第２項中「並びに大阪市住宅供給公社及び大阪市道路公社」を「及び

大阪市住宅供給公社」に改める。 

 第22条第１項中「、大阪市道路公社」を削る。 

   附 則 

 この条例の施行期日は、市長が定める。 

（平26.12.１掲示済） 

 

 

 

大阪市条例第137号 

大阪市情報公開条例の一部を改正する条例 

 大阪市情報公開条例（平成13年大阪市条例第３号）の一部を次のように改正

する。 
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 第２条第１項中「及び大阪市道路公社（以下「住宅供給公社等」という。）」

を削り、同条第２項中「住宅供給公社等」を「大阪市住宅供給公社」に改める。 

 第７条第１号ウ、第２号及び第４号並びに第34条第１項中「住宅供給公社等」

を「大阪市住宅供給公社」に改める。 

 附則に次の１項を加える。 

（大阪市道路公社の清算の結了に係る経過措置） 

12 大阪市道路公社の清算の結了の日前にこの条例の規定によって大阪市道路

公社が行い又は大阪市道路公社に対して行われた処分、手続その他の行為で

当該清算の結了に伴い市長が引き継いだ公文書に係るものは、この条例の規

定によって市長が行い又は市長に対して行われた処分、手続その他の行為と

みなす。 

   附 則 

 この条例の施行期日は、市長が定める。 

（平26.12.１掲示済） 

 

 

 

大阪市条例第138号 

   大阪市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

 大阪市個人情報保護条例（平成７年大阪市条例第11号）の一部を次のように

改正する。 

 第９条の次に次の１条を加える。 

（特定個人情報保護評価） 

第９条の２ 実施機関は、行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律（平成25年法律第27号。以下「番号法」という。）第

27条第１項に規定する評価書（以下「評価書」という。）について、特定個

人情報保護評価に関する規則（平成26年特定個人情報保護委員会規則第１号）

第７条第４項に定める必要な見直しを行ったときは、当該評価書に記載され

た特定個人情報ファイル（番号法第２条第９項に規定する特定個人情報ファ

イルをいう。）の取扱いについて、審議会の意見を聴かなければならない。 

 第59条第３項中「６人」を「10人」に改め、同条の次に次の１条を加える。 

（部会） 

第59条の２ 審議会は、その指名する委員３人以上をもって構成する部会に、

前条第１項に規定する事項について調査審議させることができる。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

（平26.12.１掲示済） 
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大阪市条例第139号 

大阪市防災・減災条例 

 

目 次 

 第１章 総則（第１条－第３条） 

第２章 本市の責務（第４条－第７条） 

第３章 市民の責務（第８条） 

第４章 事業者の責務（第９条） 

第５章 災害予防・応急対策（第10条－第25条） 

第６章 災害復旧・復興対策（第26条） 

第７章 雑則（第27条－第29条） 

附則 

第１章 総則 

（目的等） 

第１条 この条例は、市民等の生命、身体及び財産を災害から保護するため、

防災・減災に関し、基本理念を定め、本市、市民及び事業者の責務を明らか

にするとともに、災害予防・応急対策及び災害復旧・復興対策に関し必要な

事項を定めることにより、総合的、計画的かつ効果的な防災・減災対策の推

進を図り、もって災害に強いまちの実現に資することを目的とする。 

２ 防災・減災に関し、この条例に規定する事項について、法令又は他の条例

に別段の定めがあるときは、その定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1)  災害 災害対策基本法（昭和36年法律第223号。以下「法」という。）

第２条第１号に規定する災害をいう。 

(2) 防災・減災 災害を未然に防止し、災害が発生した場合における被害の

拡大を防ぎ、及び被害を最小限にとどめ、並びに災害の復旧を図ることを

いう。 

(3)  市民等 市民及び本市の区域内（以下「市内」という。）に滞在し、又

は市内を通過する者をいう。 

(4)  自主防災組織 法第２条の２第２号に規定する自主防災組織をいう。 

（基本理念） 

第３条 防災・減災は、自らのことは自らが守るという自助の考え方、地域に

おいて互いに助け合うという共助の考え方及び行政が市民等及び事業者の安

全を確保するという公助の考え方に基づき、本市、市民及び事業者がそれぞ

れの責務と役割を果たし、相互に連携を図りながら協力することを基本理念

として行われるものとする。 

第２章 本市の責務 

（本市の基本的責務） 
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第４条 本市は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、

市民等の生命、身体及び財産を災害から保護するために必要な防災・減災対

策を講ずるよう努めなければならない。 

２ 本市は、防災・減災対策の実施に当たっては、市民等、事業者、自主防災

組織、国、他の地方公共団体及び公共的団体との連携及び協力に努めなけれ

ばならない。 

３ 本市は、防災・減災対策の実施に当たっては、女性、高齢者、障がい者等

の多様な主体の参画を促進するために必要な措置を講ずるよう努めなければ

ならない。 

４ 本市は、防災・減災対策の実施に当たっては、法第８条第２項第15号に規

定する要配慮者（以下「要配慮者」という。）に対して必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。 

（大阪市地域防災計画等の実施） 

第５条 本市は、法第42条第１項の規定により作成された大阪市地域防災計画

（以下「大阪市地域防災計画」という。）を総合的、計画的かつ効果的に実

施するとともに、その実施状況を公表するよう努めなければならない。 

２ 区長は、大阪市地域防災計画に基づき、各区の特性に応じた区地域防災計

画（当該区の区域に係る防災・減災に関する計画をいう。以下同じ。）を作

成し、計画的かつ効果的にこれを実施するとともに、その実施状況を公表す

るよう努めなければならない。 

３ 本市は、大阪市地域防災計画及び区地域防災計画を実施するため必要な財

政上の措置を講ずるよう努めなければならない。 

（業務継続計画） 

第６条 本市は、災害が発生した場合における市民生活の安定を図るため、業

務継続計画（災害が発生した場合において優先されるべき業務の継続及び通

常業務の早期の再開を図るために必要な手段、体制等を定める計画をいう。

以下同じ。）を作成するとともに、当該業務継続計画に係る訓練等を実施し、

その実施状況を検証し、当該業務継続計画の見直しを行うよう努めなければ

ならない。 

（本市職員の責務） 

第７条 本市職員は、基本理念にのっとり、防災・減災対策に関する知識及び

技術の習得に努め、災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは、速や

かに、防災・減災対策に関する必要な業務に従事し、市民等の生命、身体及

び財産の保護に努めなければならない。 

第３章 市民の責務 

（市民の責務） 

第８条 市民は、基本理念にのっとり、その所有し、又は管理する施設及び設

備の災害に対する安全性の確保、防災・減災に関する知識の習得その他の自

ら災害に備えるための手段を講ずるとともに、防災訓練等への参加、災害時

における相互の協力体制の構築のための自主防災組織の結成その他の防災・
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減災の取組を行うよう努めなければならない。 

２ 自主防災組織は、基本理念にのっとり、地域の特性に応じて当該地域に係

る防災・減災に関する計画を作成するよう努めるとともに、防災訓練その他

の自主防災活動の推進に努めなければならない。 

３ 市民及び自主防災組織は、本市の実施する防災・減災対策に積極的に協力

するよう努めなければならない。 

第４章 事業者の責務 

（事業者の責務） 

第９条 事業者は、基本理念にのっとり、その所有し、又は管理する施設及び

設備の災害に対する安全性の確保、消火、救助等のための防災資機材の整備

その他の災害に備えるための手段を講ずるとともに、防災訓練等への参加そ

の他の防災・減災の取組を行うよう努めなければならない。 

２ 事業者は、基本理念にのっとり、防災・減災及び災害が発生した場合にお

ける事業の継続又は早期の再開に関する計画を作成するよう努めなければな

らない。 

３ 事業者は、本市の実施する防災・減災対策に積極的に協力するよう努めな

ければならない。 

第５章 災害予防・応急対策 

（発生が予想される災害の調査等） 

第10条 本市は、市内において発生が予想される災害及び災害の防止に関する

調査を行い、防災・減災対策に反映させるよう努めなければならない。 

（他の地方公共団体及び事業者との協定の締結） 

第11条 本市は、災害の拡大を防止するため、あらかじめ、他の地方公共団体

と相互応援に関する協定を締結するよう努めなければならない。 

２ 本市は、災害が発生した場合において、食糧、衣料、医薬品その他の生活

関連物資の確保、緊急輸送等の確保並びに施設及び設備の応急の復旧が迅速

かつ的確に行われるよう、あらかじめ、関係事業者等の協力の確保に関する

協定を締結するよう努めなければならない。 

（自主防災活動への支援） 

第12条 本市は、市民、事業者及び自主防災組織の自主防災活動への支援を行

うよう努めなければならない。 

（ボランティア活動への支援） 

第13条 本市は、ボランティア活動を行う団体との連携を図るとともに、災害

が発生した場合において、当該団体の活動が円滑に行われるよう、環境の整

備に努めなければならない。 

（防災・減災に関する知識の普及等） 

第14条 本市は、市民及び事業者が防災・減災についての理解と関心を深める

ことができるよう、防災・減災に関する知識の普及及び啓発に努めなければ

ならない。 

２ 本市は、市民及び事業者に対して、学校教育及び社会教育における防災・
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減災に関する教育の実施に努めなければならない。 

（防災訓練等の実施） 

第15条 市長等（市長その他の本市の執行機関をいう。以下同じ。）は、本市

職員の防災・減災対策に関する能力の向上を図るため、本市職員に対する防

災訓練、防災研修等を行うよう努めなければならない。 

２ 自主防災組織は、毎年１回以上、防災訓練を行うよう努めなければならな

い。 

３ 市民は、市長等又は自主防災組織が行う防災訓練に参加するよう努めなけ

ればならない。 

４ 事業者は、市長等又は自主防災組織が行う防災訓練に参加するよう努める

とともに、防災訓練を行うよう努めなければならない。 

（建築物等の耐震性等の確保） 

第16条 本市は、その所有し、又は管理する建築物、堤防、橋梁、上下水道そ

の他の施設の地震に対する安全性を確保するため、当該施設について耐震診

断（地震に対する安全性を評価することをいう。以下同じ。）を行うよう努

めるとともに、必要に応じて耐震改修（地震に対する安全性の向上を目的と

して、増築、改築、修繕、模様替若しくは一部の除却又は敷地の整備をする

ことをいう。以下同じ。）等を行うよう努めなければならない。 

２ 本市は、建築物の地震に対する安全性を確保するため、市民及び事業者が

行う建築物の耐震診断及び耐震改修を促進するための措置を講ずるよう努め

なければならない。 

３ 本市は、地震により火災が発生した場合における当該火災による被害の拡

大を防止するため、建築物の不燃化その他の市街地の防災構造の改善に努め

なければならない。 

４ 市内の建築物を所有し、又は管理する市民、事業者等は、当該建築物、道

路に沿って設けられている当該建築物の門、塀その他これらに類する工作物

及び当該建築物内部におけるエレベーターその他の設備の地震に対する安全

性を確保するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

５ 市民、事業者等は、地震による家具等の転倒を防止するために必要な措置

を講ずるよう努めなければならない。 

（広告塔等の落下等の防止） 

第17条 市内の広告塔、広告板その他建築物の屋外に取り付けられている工作

物（以下「広告塔等」という。）を所有し、又は管理する市民、事業者等は、

地震、暴風等による当該広告塔等の落下及び倒壊を防止するために必要な措

置を講ずるよう努めなければならない。  

（豪雨による浸水の防止） 

第18条 本市は、その所有し、又は管理する施設について、豪雨による河川氾

濫による浸水及び豪雨による内水氾濫による浸水（下水道施設の処理能力を

超える雨量のため生じる浸水をいう。）（以下これらを「豪雨による浸水」

という。）の被害を防止し、又は軽減するために必要な措置を講ずるよう努
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めなければならない。 

２ 市内の施設を所有し、又は管理する市民、事業者等は、当該施設における

豪雨による浸水の被害を防止し、又は軽減するために必要な措置を講ずるよ

う努めなければならない。 

（避難に関する情報の提供等） 

第19条 市長は、災害の発生に備え、市民等、事業者及び自主防災組織に対し、

災害から身を守るために緊急に避難する場所として市長が指定する場所（以

下「避難場所」という。）及び災害により自宅に留まる事ができない市民等

が一時的に避難生活を行う場所として市長が指定する場所（以下「避難所」

という。）の名称、位置その他避難するために必要な情報を提供するよう努

めなければならない。 

２ 本市は、災害の発生に備え、迅速かつ的確に災害に関する情報、避難の指

示等を市民等、事業者及び自主防災組織に提供し、又は伝達するために必要

な措置を講ずるよう努めなければならない。 

３ 市長は、法第60条第１項の規定に基づき、災害が発生し、又は発生するお

それがある場合において、人の生命又は身体を災害から保護し、その他災害

の拡大を防止するため特に必要があると認めるときは、必要と認める市民等

及び事業者に対し、避難のための立退きを勧告し、及び急を要すると認める

ときは、これらの者に対し、避難のための立退きを指示することができる。 

４ 本市は、災害が発生したときは、市内における被害の状況を速やかに把握

するため、自主防災組織に対し、地域における被害の状況に関する情報の提

供その他必要な協力を求めることができる。 

５ 市民、事業者及び自主防災組織は、あらかじめ、避難場所、避難所、避難

経路等の確認に努めるとともに、災害に関する情報の収集手段の確保に努め

なければならない。 

６ 市民、事業者及び自主防災組織は、災害が発生し、又は発生するおそれが

あるときは、自ら積極的に災害に関する情報の収集に努めるものとする。 

（津波等による浸水からの避難対策） 

第20条 市民及び自主防災組織は、避難場所のほか、地域の特性に応じ、施設

を所有し、又は管理する事業者の協力を得て、あらかじめ、津波及び豪雨に

よる河川氾濫による浸水から避難することができる場所の確保に努めなけれ

ばならない。 

２ 津波等浸水想定区域（水防法（昭和24年法律第193号）第14条第１項の規

定により指定された浸水想定区域又は津波防災地域づくりに関する法律（平

成23年法律第123号）第８条第１項の規定により設定された津波があった場

合に想定される浸水の区域をいう。以下同じ。）及びその周辺に事業所その

他の施設を所有し、又は管理する事業者は、法第60条第１項の規定による勧

告又は指示に基づき従業員等の避難が円滑かつ迅速に行われるよう、あらか

じめ、安全が確保できる場所の確保に努めなければならない。 

３ 津波等浸水想定区域及びその周辺に事業所その他の施設を所有し、又は管
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理する事業者は、津波及び豪雨による河川氾濫による浸水が発生し、又は発

生するおそれがあるときは、前項の場所に避難者を受け入れるよう努めるも

のとする。 

４ 地下街等（地下街その他地下に設けられた不特定かつ多数の者が利用する

施設をいう。以下同じ。）を所有し、又は管理する事業者は、避難訓練その

他当該地下街等の利用者及び従業員の津波及び豪雨による浸水の発生時にお

ける円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な措置に関する計画（以下

「避難確保計画」という。）を作成し、その計画に基づき必要な措置を講ず

るよう努めなければならない。 

（避難所の運営） 

第21条 本市は、災害の発生に備え、避難所に防災資機材及び備蓄物資を配備

し、その機能の充実に努めなければならない。 

２ 本市は、避難所の運営に関し、あらかじめ、避難所となる施設の管理者及

び関係者、自主防災組織、事業者等との連携を図り、災害時の避難所の運営

に係る協力体制を整備するよう努めなければならない。 

３ 市民等は、災害が発生したときは、避難所の運営に協力するよう努めるも

のとする。 

（要配慮者への支援） 

第22条 本市は、要配慮者のうち、災害が発生し、又は発生するおそれがある

場合に自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確

保を図るため特に支援を要するもの（以下「避難行動要支援者」という。）

の支援に関する計画を作成しなければならない。 

２ 本市は、自主防災組織における避難行動要支援者に対する避難支援の取組

が地域の特性に応じ効果的に行われるよう、自主防災組織に対し、必要な支

援を行うよう努めなければならない。 

３ 本市は、福祉避難所（通常の避難所においては生活に支障を来す要配慮者

のために、特別の配慮がなされた避難所をいう。）の指定を行うよう努めな

ければならない。 

４ 自主防災組織は、災害が発生した場合において、避難行動要支援者の安否

の確認、救出及び救護を迅速に行うことができるよう、あらかじめ、避難行

動要支援者との交流等による当該避難行動要支援者に関する情報の収集及び

更新並びに避難行動要支援者の避難の支援に関する計画を作成し、その計画

に基づき必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

５ 避難行動要支援者は、近隣住民との交流を行うよう努めるとともに、自主

防災組織が行う前項の措置に協力し、又は参加するよう努めなければならな

い。 

（物資の確保） 

第23条 市長等は、災害の発生に備え、飲料水の供給のために必要な措置を講

ずるよう努めるとともに、食糧、毛布その他の生活関連物資の確保に努めな

ければならない。 
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２ 市民及び事業者は、災害の発生に備え、食品、飲料水その他の生活必需物

資を備蓄するよう努めなければならない。 

（緊急輸送の確保） 

第24条 本市は、大阪府公安委員会が法第76条第１項の規定による通行の禁止

又は制限（以下「通行禁止等」という。）を行ったときは、市民等、事業者

及び自主防災組織に対し、通行禁止等に係る道路の区間（同項に規定する道

路の区間をいう。）その他必要な事項を周知し、緊急輸送の確保に努めるも

のとする。 

２ 市民等、事業者及び自主防災組織は、災害が発生したときは、避難するた

めやむを得ない場合を除き車両を使用しないようにし、緊急輸送の確保に協

力するよう努めるものとする。 

（帰宅困難者対策） 

第25条 本市は、災害が発生した場合において公共交通機関の運行の停止等に

より徒歩で容易に帰宅することができない者（以下「帰宅困難者」という。）

が生じることによる混乱、事故の発生等を防止するため、あらかじめ、帰宅

困難者対策を推進するための団体の結成及び当該団体の活動に対し、必要な

支援を行うよう努めなければならない。 

２ 本市は、帰宅困難者が一斉に帰宅することを抑制するために、帰宅困難者

に対する情報提供その他の必要な支援を行うよう努めるものとする。 

３ 帰宅困難者となるおそれがある者は、災害の発生に備え、あらかじめ、家

族との連絡手段の確保、徒歩による帰宅経路の確認その他の必要な準備を行

うよう努めなければならない。 

４ 帰宅困難者は、むやみに移動しないよう努めるとともに、本市及び事業者

が行う帰宅困難者対策に協力するよう努めるものとする。 

５ 事業者は、災害が発生したときは、従業員等が一斉に帰宅することを抑制

するため、その所有し、又は管理する事業所その他の施設の安全性及び周辺

の状況を確認し、従業員等に対する当該施設内での待機の指示その他の必要

な措置を講ずるよう努めるものとする。 

６ 事業者は、災害が発生したときは、その所有し、又は管理する事業所その

他の施設の周辺において、多数の帰宅困難者が生じることによる混乱、事故

の発生等を防止するため、本市及び他の事業者等との連携及び協力に努める

ものとする。 

７ 鉄道事業者その他の公共交通事業者は、その管理する施設内において多数

の帰宅困難者が生じたときは、その管理する施設の安全性及び周辺の状況を

確認し、当該施設内での待機に係る案内その他公共交通機関の利用者の保護

のために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

第６章 災害復旧・復興対策 

（災害復旧・復興対策） 

第26条 市長等、道路管理者（道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項

に規定する道路管理者をいう。）及び電気、ガス、輸送、通信その他の公益
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的事業を営む事業者は、大阪市地域防災計画に定めるところにより、相互に

連携して災害復旧を実施しなければならない。 

２ 事業者は、災害により甚大な被害を受けたときは、その所有し、又は管理

する施設及び設備の早期の復旧並びに事業の早期の再開に努めるものとする。 

３ 本市、市民及び事業者は、災害により甚大な被害を受けたときは、相互に

協力し、災害からの速やかな復興に努めなければならない。 

第７章 雑則 

（補償） 

第27条 本市は、第11条第２項の協定に係る業務に従事した者が、そのため死

亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は障がいの状態となったときは、

労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）その他の法令の規定による補

償が行われるときを除き、その者又はその者の遺族若しくは被扶養者に対し、

消防協力者等損害補償条例（昭和41年大阪市条例第31号）に定める消防協力

者等に対する損害補償の例により、補償を行うことができる。 

（功労者表彰） 

第28条 市長は、防災・減災に従事したもので、防災・減災に関し著しい功労

があったものを表彰することができる。 

（施行の細目）  

第29条 この条例の施行に関し必要な事項は、市規則で定める。 

附 則 

 この条例は、平成27年２月１日から施行する。 

（平26.12.１掲示済） 

 

 

 

大阪市条例第140号 

大阪市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 大阪市国民健康保険条例（昭和36年大阪市条例第３号）の一部を次のように

改正する。 

 第８条第１項中「390,000円」を「404,000円」に改め、同条第２項ただし書

中「30,000円」を「16,000円」に改める。 

附 則 

１ この条例は、平成27年１月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の大阪市国民健康保険条例第８条第１項及び第２項

の規定は、この条例の施行の日以後に支給すべき事由の生じた出産育児一時

金について適用し、同日前に支給すべき事由の生じた出産育児一時金につい

ては、なお従前の例による。 

（平26.12.１掲示済） 
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大阪市条例第141号 

大阪市公園条例の一部を改正する条例 

 大阪市公園条例（昭和52年大阪市条例第29号）の一部を次のように改正する。 

 第２条の５第１項中「100分の２」を「100分の２（敷地面積が0.25ヘクター

ル以上の都市公園で、次の各号に掲げるものにあつては、100分の４）」に改

め、同項に次の各号を加える。  

(1) 主として街区内に居住する者の利用に供することを目的とする都市公園 

(2) 主として近隣に居住する者の利用に供することを目的とする都市公園 

(3) 主として徒歩圏域内に居住する者の利用に供することを目的とする都市

公園 

(4) 災害時における避難路の確保、都市生活の安全性及び快適性の確保等を

図ることを目的として、近隣住区又は近隣住区相互を連絡するように設け

られる植樹帯及び歩行者路又は自転車路を主体とする都市公園 

(5) 前各号に掲げるもののほか、水辺のにぎわいの創出又は集客及び観光に

寄与する都市公園として市規則で定めるもの 

附 則 

 この条例は、平成27年４月１日から施行する。 

  （平26.12.１掲示済） 

 

 

 

大阪市条例第142号 

   大阪港スポーツアイランド施設条例の一部を改正する条例 

 大阪港スポーツアイランド施設条例（平成６年大阪市条例第26号）の一部を

次のように改正する。 

 第１条の表中舞洲体育館の項を削る。 

 第３条第１項中第２号を削り、第３号を第２号とし、同条第３項中「、第２

号ア若しくは第３号ア」を「若しくは第２号ア」に改める。 

 第４条第１項中第２号を削り、第３号を第２号とし、同条第２項中「、第２

号ア若しくは第３号ア」を「若しくは第２号ア」に改める。 

 第19条の表中「舞洲体育館」を削る。 

 別表第１中舞洲体育館の項を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成27年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前の期間に係る舞洲体育館の利用料金及び使用料につ

いては、なお従前の例による。 

３ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の
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例による。 

（平26.12.１掲示済） 

 

 

 

大阪市条例第143号 

大阪市火災予防条例の一部を改正する条例 

大阪市火災予防条例（昭和37年大阪市条例第14号）の一部を次のように改正

する。 

目次中「の管理」を「の管理等」に、「第55条」を「第55条の５」に改める。 

第55条の３の次に次の２条を加える。 

（指定催しの指定） 

第55条の４ 消防長は、祭礼、縁日、花火大会、展示会その他の多数の者の集

合する屋外での催しのうち、大規模なものとして消防長が定める要件に該当

するもので、第３章第２節に掲げる火を使用する器具及びその使用に際し、

火災の発生のおそれのある器具（以下火を使用する器具等という。）の周囲

において火災が発生した場合に人命又は財産に特に重大な被害を与えるおそ

れがあると認めるものを、指定催しとして指定しなければならない。 

２ 消防長は、前項の規定により指定催しを指定しようとするときは、あらか

じめ、当該催しを主催する者の意見を聴かなければならない。 

３ 消防長は、第１項の規定により指定催しを指定したときは、遅滞なくその

旨を当該指定催しを主催する者に通知するとともに、公示しなければならな

い。 

（指定催しに係る防火管理） 

第55条の５ 前条第１項の指定催しを主催する者は、同項の指定を受けたとき

は、速やかに防火担当者を定め、当該防火担当者に、当該指定催しを開催す

る日の14日前までに（当該指定催しを開催する日の14日前の日以後に同項の

指定を受けた場合にあつては、防火担当者を定めた後遅滞なく）次の各号に

掲げる火災予防上必要な業務に関する計画を作成させるとともに、当該計画

に基づく業務を行わせなければならない。 

(1) 防火担当者その他火災予防に関する業務の実施体制の確保に関すること 

(2) 火を使用する器具等の使用及び危険物の取扱いの把握に関すること 

(3) 火を使用する器具等を使用し、又は危険物を取り扱う露店、屋台その他

これらに類するもの（以下露店等という。）及び客席の火災予防上安全な

配置に関すること 

(4) 火を使用する器具等に対する消火準備に関すること 

(5) 火災が発生した場合における消火活動、通報連絡及び避難誘導に関する

こと 

(6) 前各号に掲げるもののほか、火災予防上必要な業務に関すること 

２ 前条第１項の指定催しを主催する者は、当該指定催しを開催する日の14日
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前（当該指定催しを開催する日の14日前の日以後に同項の指定を受けた場合

にあつては、消防長が定める日）までに、前項の規定による計画を消防長に

提出しなければならない。 

 第58条第４号中「露店」を「露店等」に改め、同条に次の１号を加える。 

(6) 祭礼、縁日、花火大会、展示会その他の多数の者の集合する催しに際し

て行う露店等の開設（火を使用する器具等を使用する場合に限る。） 

 第64条中第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。 

３ 第55条の５第２項の規定に違反して、同条第１項に規定する火災予防上必

要な業務に関する計画を提出しなかつた者は、300,000円以下の罰金に処す

る。 

 第65条中「の代表者」を「（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあ

るものを含む。以下この項において同じ。）の代表者若しくは管理人」に、「各

本条」を「同条」に改め、ただし書を削り、同条に次の１項を加える。 

２ 法人でない団体について前項の規定の適用がある場合には、その代表者又

は管理人が、その訴訟行為につき法人でない団体を代表するほか、法人を被

告人又は被疑者とする場合の刑事訴訟に関する法律の規定を準用する。 

附 則 

この条例は、平成27年４月１日から施行する。ただし、この条例の施行の日

から起算して14日を経過する日までに終了する催しについては、この条例によ

る改正後の大阪市火災予防条例第55条の４及び第55条の５の規定は適用しない。 

（平26.12.１掲示済） 

 

 

 

大阪市条例第144号 

消防協力者等損害補償条例の一部を改正する条例 

消防協力者等損害補償条例（昭和41年大阪市条例第31号）の一部を次のよう

に改正する。 

附則第５条第７項中「第４条第２項第３号、第８号、第９号又は第13号」を

「第13条の２第１項第４号又は第２項第２号」に改める。 

   附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例による改正後の消防協力者等損害補償条例の規定は、平成26年12

月１日から適用する。 

（平26.12.１掲示済） 

 

 

 

大阪市条例第145号 

大阪市立学校設置条例の一部を改正する条例 
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 大阪市立学校設置条例（昭和39年大阪市条例第57号）の一部を次のように改

正する。 

小学校の表中大阪市立鶴浜小学校の項を削る。 

附 則 

 この条例は、平成27年４月１日から施行する。 

（平26.12.１掲示済） 

 

 

 

 

 

 

次に掲げる規則を公布する。 

大阪市北区役所事務分掌規則等の一部を改正する規則 

大阪市住民基本台帳カードの利用に関する条例施行規則 

平成26年11月28日 

大阪市長  橋 下   徹  

 

 

 

大阪市規則第210号 

大阪市北区役所事務分掌規則等の一部を改正する規則 

（大阪市北区役所事務分掌規則の一部改正） 

第１条 大阪市北区役所事務分掌規則（平成24年大阪市規則第139号）の一部

を次のように改正する。 

第７条第１項中「第14号」を「第15号」に、「第15号」を「第16号」に改

め、同項中第15号を第16号とし、第11号から第14号までを１号ずつ繰り下げ、

第10号の次に次の１号を加える。 

(11) 住民基本台帳カードの利用登録に関すること 

第７条第２項中「第13号」を「第10号まで及び第12号から第14号」に改め

る。 

（大阪市都島区役所事務分掌規則の一部改正） 

第２条 大阪市都島区役所事務分掌規則（平成24年大阪市規則第140号）の一

部を次のように改正する。 

  第７条第１項中「第14号」を「第15号」に、「第15号」を「第16号」に改

め、同項中第15号を第16号とし、第11号から第14号までを１号ずつ繰り下げ、

第10号の次に次の１号を加える。 

(11) 住民基本台帳カードの利用登録に関すること 

第７条第２項中「第13号」を「第10号まで及び第12号から第14号」に改め

る。 

規      則 
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（大阪市福島区役所事務分掌規則の一部改正） 

第３条 大阪市福島区役所事務分掌規則（平成24年大阪市規則第141号）の一

部を次のように改正する。 

  第７条第１項中「第14号」を「第15号」に、「第15号」を「第16号」に改

め、同項中第15号を第16号とし、第11号から第14号までを１号ずつ繰り下げ、

第10号の次に次の１号を加える。 

(11) 住民基本台帳カードの利用登録に関すること 

第７条第２項中「第13号」を「第10号まで及び第12号から第14号」に改め

る。 

（大阪市此花区役所事務分掌規則の一部改正） 

第４条 大阪市此花区役所事務分掌規則（平成24年大阪市規則第142号）の一

部を次のように改正する。 

  第７条第１項中「第14号」を「第15号」に、「第15号」を「第16号」に改

め、同項中第15号を第16号とし、第11号から第14号までを１号ずつ繰り下げ、

第10号の次に次の１号を加える。 

(11) 住民基本台帳カードの利用登録に関すること 

第７条第２項中「第13号」を「第10号まで及び第12号から第14号」に改め

る。 

（大阪市中央区役所事務分掌規則の一部改正） 

第５条 大阪市中央区役所事務分掌規則（平成24年大阪市規則第143号）の一

部を次のように改正する。 

  第７条第１項中「第14号」を「第15号」に、「第15号」を「第16号」に改

め、同項中第15号を第16号とし、第11号から第14号までを１号ずつ繰り下げ、

第10号の次に次の１号を加える。 

(11) 住民基本台帳カードの利用登録に関すること 

第７条第２項中「第13号」を「第10号まで及び第12号から第14号」に改め

る。 

（大阪市西区役所事務分掌規則の一部改正） 

第６条 大阪市西区役所事務分掌規則（平成24年大阪市規則第144号）の一部

を次のように改正する。 

  第７条第１項中「第14号」を「第15号」に、「第15号」を「第16号」に改

め、同項中第15号を第16号とし、第11号から第14号までを１号ずつ繰り下げ、

第10号の次に次の１号を加える。 

(11) 住民基本台帳カードの利用登録に関すること 

第７条第２項中「第13号」を「第10号まで及び第12号から第14号」に改め

る。 

（大阪市港区役所事務分掌規則の一部改正） 

第７条 大阪市港区役所事務分掌規則（平成24年大阪市規則第145号）の一部

を次のように改正する。 

  第７条第１項中「第14号」を「第15号」に、「第15号」を「第16号」に改
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め、同項中第15号を第16号とし、第11号から第14号までを１号ずつ繰り下げ、

第10号の次に次の１号を加える。 

(11) 住民基本台帳カードの利用登録に関すること 

第７条第２項中「第13号」を「第10号まで及び第12号から第14号」に改め

る。 

（大阪市大正区役所事務分掌規則の一部改正） 

第８条 大阪市大正区役所事務分掌規則（平成24年大阪市規則第146号）の一

部を次のように改正する。 

  第７条第１項中「第14号」を「第15号」に、「第15号」を「第16号」に改

め、同項中第15号を第16号とし、第11号から第14号までを１号ずつ繰り下げ、

第10号の次に次の１号を加える。 

(11) 住民基本台帳カードの利用登録に関すること 

第７条第２項中「第13号」を「第10号まで及び第12号から第14号」に改め

る。 

（大阪市天王寺区役所事務分掌規則の一部改正） 

第９条 大阪市天王寺区役所事務分掌規則（平成24年大阪市規則第147号）の

一部を次のように改正する。 

  第７条第１項中「第14号」を「第15号」に、「第15号」を「第16号」に改

め、同項中第15号を第16号とし、第11号から第14号までを１号ずつ繰り下げ、

第10号の次に次の１号を加える。 

(11) 住民基本台帳カードの利用登録に関すること 

第７条第２項中「第13号」を「第10号まで及び第12号から第14号」に改め

る。 

（大阪市浪速区役所事務分掌規則の一部改正） 

第10条 大阪市浪速区役所事務分掌規則（平成24年大阪市規則第148号）の一

部を次のように改正する。 

  第７条第１項中「第14号」を「第15号」に、「第15号」を「第16号」に改

め、同項中第15号を第16号とし、第11号から第14号までを１号ずつ繰り下げ、

第10号の次に次の１号を加える。 

(11) 住民基本台帳カードの利用登録に関すること 

第７条第２項中「第13号」を「第10号まで及び第12号から第14号」に改め

る。 

（大阪市西淀川区役所事務分掌規則の一部改正） 

第11条 大阪市西淀川区役所事務分掌規則（平成24年大阪市規則第149号）の

一部を次のように改正する。 

  第７条第１項中「第14号」を「第15号」に、「第15号」を「第16号」に改

め、同項中第15号を第16号とし、第11号から第14号までを１号ずつ繰り下げ、

第10号の次に次の１号を加える。 

(11) 住民基本台帳カードの利用登録に関すること 

第７条第２項中「第13号」を「第10号まで及び第12号から第14号」に改め
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る。 

（大阪市淀川区役所事務分掌規則の一部改正） 

第12条 大阪市淀川区役所事務分掌規則（平成24年大阪市規則第150号）の一

部を次のように改正する。 

  第７条第１項中「第14号」を「第15号」に、「第15号」を「第16号」に改

め、同項中第15号を第16号とし、第11号から第14号までを１号ずつ繰り下げ、

第10号の次に次の１号を加える。 

(11) 住民基本台帳カードの利用登録に関すること 

第７条第２項中「第13号」を「第10号まで及び第12号から第14号」に改め

る。 

（大阪市東淀川区役所事務分掌規則の一部改正） 

第13条 大阪市東淀川区役所事務分掌規則（平成24年大阪市規則第151号）の

一部を次のように改正する。 

  第８条第１項中「第14号」を「第15号」に、「第15号」を「第16号」に改

め、同項中第15号を第16号とし、第11号から第14号までを１号ずつ繰り下げ、

第10号の次に次の１号を加える。 

(11) 住民基本台帳カードの利用登録に関すること 

第８条第２項中「第13号」を「第10号まで及び第12号から第14号」に改め

る。 

（大阪市東成区役所事務分掌規則の一部改正） 

第14条 大阪市東成区役所事務分掌規則（平成24年大阪市規則第152号）の一

部を次のように改正する。 

  第７条第１項中「第14号」を「第15号」に、「第15号」を「第16号」に改

め、同項中第15号を第16号とし、第11号から第14号までを１号ずつ繰り下げ、

第10号の次に次の１号を加える。 

(11) 住民基本台帳カードの利用登録に関すること 

第７条第２項中「第13号」を「第10号まで及び第12号から第14号」に改め

る。 

（大阪市生野区役所事務分掌規則の一部改正） 

第15条 大阪市生野区役所事務分掌規則（平成24年大阪市規則第153号）の一

部を次のように改正する。 

  第７条第１項中「第14号」を「第15号」に、「第15号」を「第16号」に改

め、同項中第15号を第16号とし、第11号から第14号までを１号ずつ繰り下げ、

第10号の次に次の１号を加える。 

(11) 住民基本台帳カードの利用登録に関すること 

第７条第２項中「第13号」を「第10号まで及び第12号から第14号」に改め

る。 

（大阪市旭区役所事務分掌規則の一部改正） 

第16条 大阪市旭区役所事務分掌規則（平成24年大阪市規則第154号）の一部

を次のように改正する。 
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  第７条第１項中「第14号」を「第15号」に、「第15号」を「第16号」に改

め、同項中第15号を第16号とし、第11号から第14号までを１号ずつ繰り下げ、

第10号の次に次の１号を加える。 

(11) 住民基本台帳カードの利用登録に関すること 

第７条第２項中「第13号」を「第10号まで及び第12号から第14号」に改め

る。 

（大阪市城東区役所事務分掌規則の一部改正） 

第17条 大阪市城東区役所事務分掌規則（平成24年大阪市規則第155号）の一

部を次のように改正する。 

  第７条第１項中「第14号」を「第15号」に、「第15号」を「第16号」に改

め、同項中第15号を第16号とし、第11号から第14号までを１号ずつ繰り下げ、

第10号の次に次の１号を加える。 

(11) 住民基本台帳カードの利用登録に関すること 

第７条第２項中「第13号」を「第10号まで及び第12号から第14号」に改め

る。 

（大阪市鶴見区役所事務分掌規則の一部改正） 

第18条 大阪市鶴見区役所事務分掌規則（平成24年大阪市規則第156号）の一

部を次のように改正する。 

  第７条第１項中「第14号」を「第15号」に、「第15号」を「第16号」に改

め、同項中第15号を第16号とし、第11号から第14号までを１号ずつ繰り下げ、

第10号の次に次の１号を加える。 

(11) 住民基本台帳カードの利用登録に関すること 

第７条第２項中「第13号」を「第10号まで及び第12号から第14号」に改め

る。 

（大阪市阿倍野区役所事務分掌規則の一部改正） 

第19条 大阪市阿倍野区役所事務分掌規則（平成24年大阪市規則第157号）の

一部を次のように改正する。 

  第７条第１項中「第14号」を「第15号」に、「第15号」を「第16号」に改

め、同項中第15号を第16号とし、第11号から第14号までを１号ずつ繰り下げ、

第10号の次に次の１号を加える。 

(11) 住民基本台帳カードの利用登録に関すること 

第７条第２項中「第13号」を「第10号まで及び第12号から第14号」に改め

る。 

（大阪市住之江区役所事務分掌規則の一部改正） 

第20条 大阪市住之江区役所事務分掌規則（平成24年大阪市規則第158号）の

一部を次のように改正する。 

  第７条第１項中「第14号」を「第15号」に、「第15号」を「第16号」に改

め、同項中第15号を第16号とし、第11号から第14号までを１号ずつ繰り下げ、

第10号の次に次の１号を加える。 

(11) 住民基本台帳カードの利用登録に関すること 
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第７条第２項中「第13号」を「第10号まで及び第12号から第14号」に改め

る。 

（大阪市住吉区役所事務分掌規則の一部改正） 

第21条 大阪市住吉区役所事務分掌規則（平成24年大阪市規則第159号）の一

部を次のように改正する。 

  第７条第１項中「第14号」を「第15号」に、「第15号」を「第16号」に改

め、同項中第15号を第16号とし、第11号から第14号までを１号ずつ繰り下げ、

第10号の次に次の１号を加える。 

(11) 住民基本台帳カードの利用登録に関すること 

第７条第２項中「第13号」を「第10号まで及び第12号から第14号」に改め

る。 

（大阪市東住吉区役所事務分掌規則の一部改正） 

第22条 大阪市東住吉区役所事務分掌規則（平成24年大阪市規則第160号）の

一部を次のように改正する。 

  第８条第１項中「第14号」を「第15号」に、「第15号」を「第16号」に改

め、同項中第15号を第16号とし、第11号から第14号までを１号ずつ繰り下げ、

第10号の次に次の１号を加える。 

(11) 住民基本台帳カードの利用登録に関すること 

第８条第２項中「第13号」を「第10号まで及び第12号から第14号」に改め

る。 

（大阪市平野区役所事務分掌規則の一部改正） 

第23条 大阪市平野区役所事務分掌規則（平成24年大阪市規則第161号）の一

部を次のように改正する。 

  第８条第１項中「第14号」を「第15号」に、「第15号」を「第16号」に改

め、同項中第15号を第16号とし、第11号から第14号までを１号ずつ繰り下げ、

第10号の次に次の１号を加える。 

(11) 住民基本台帳カードの利用登録に関すること 

第８条第２項中「第13号」を「第10号まで及び第12号から第14号」に改め

る。 

（大阪市西成区役所事務分掌規則の一部改正） 

第24条 大阪市西成区役所事務分掌規則（平成24年大阪市規則第162号）の一

部を次のように改正する。 

  第７条第１項中「第14号」を「第15号」に、「第15号」を「第16号」に改

め、同項中第15号を第16号とし、第11号から第14号までを１号ずつ繰り下げ、

第10号の次に次の１号を加える。 

(11) 住民基本台帳カードの利用登録に関すること 

第７条第２項中「第13号」を「第10号まで及び第12号から第14号」に改め

る。 

   附 則 

 この規則は、平成26年12月１日から施行する。 
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（平26.11.28掲示済） 

 

 

 

大阪市規則第211号 

大阪市住民基本台帳カードの利用に関する条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、大阪市住民基本台帳カードの利用に関する条例（平成26

年大阪市条例第35号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定

めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則における用語の意義は、条例の例による。 

（登録台帳の記録事項） 

第３条 条例第３条第２項の必要な事項は、次に掲げる事項とする。 

(1) 当該利用登録に係る条例第２条各号に掲げる目的 

(2)  当該利用登録を行う日 

(3) 条例第３条第１項の規定により住民基本台帳カードの利用を求める者

（以下「利用要求者」という。）の住所、生年月日及び男女の別 

(4) 住民票に通称が記載されている場合にあっては、当該利用要求者の通称 

（利用登録の申請等） 

第４条 条例第４条第１項の規定による申請（以下「利用登録申請」という。）

は、利用登録を受けようとする者自らが、住民基本台帳カードを添えて、次

に掲げる事項を記載した所定の申請書により行わなければならない。 

(1) 利用登録を受けようとする者の住所、氏名（住民票に通称が記載されて

いる場合にあっては、氏名及び通称）、生年月日及び男女の別 

(2)  条例第２条第１号に掲げる目的に係る利用登録申請を行う場合にあって

は、利用登録を受けようとする者の戸籍の筆頭に記載した者の氏名及び本

籍 

２ 利用登録申請を行った者が利用登録を受けるときは、当該利用登録申請を

行った者は、数字４桁からなる暗証番号を設定しなければならない。 

（利用登録資格） 

第５条 条例第４条第２項第５号の市規則で定める者は、次の各号に掲げる場

合の区分に応じ、当該各号に定める者とする。  

(1) 条例第２条第１号に掲げる目的に係る利用登録を受けようとする場合 

本市の区域内に本籍を有する者 

(2) 条例第２条第５号に掲げる目的に係る利用登録を受けようとする場合 

大阪市印鑑条例（昭和49年大阪市条例第82号。以下「印鑑条例」という。）

第２条の規定により印鑑の登録を受けている者 

（登録台帳の記録事項の修正） 

第６条 住所地区長は、登録台帳に記録した事項に変更があったときは、これ
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を修正するものとする。 

（申請による利用登録の消除） 

第７条 条例第４条第３項の規定による申請は、利用登録の消除を求める者自

らが、住民基本台帳カードを添えて、第４条第１項第１号に掲げる事項を記

載した所定の申請書により行わなければならない。 

（利用登録を消除する必要がある場合） 

第８条 条例第４条第４項第５号の市規則で定めるときは、次に掲げる場合と

する。 

(1) 条例第２条第１号に掲げる目的に係る利用登録にあっては、利用登録者

が本市の区域内に本籍を有しなくなったとき 

(2)  条例第２条第５号に掲げる目的に係る利用登録にあっては、利用登録者

が印鑑条例第11条の規定により印鑑登録を消除されたとき 

 (3) 前２号に掲げる場合のほか、当該利用登録を維持することが適当でない

と認められるとき 

（暗証番号の変更） 

第９条 第４条第２項の規定により設定した暗証番号は、利用登録者自らが、

所定の申請書に住民基本台帳カードを添えて住所地区長に提出し、これを変

更することができる。 

（申請における本人確認） 

第10条 住所地区長は、利用登録申請又は条例第４条第３項若しくは前条の規

定による申請があったときは、これらの申請をした者（以下「申請者」とい

う。）が本人であることを確認しなければならない。 

２ 前項の規定による確認は、第４条第１項、第７条又は前条に規定する申請

書に添付された住民基本台帳カードにより行う。 

３ 前項の場合において、申請者が本人の写真を貼り付けていない住民基本台

帳カードを添付したときは、当該申請者は、官公署の発行した免許証、許可

証又は身分証明書であって本人の写真を貼り付けたものの提示又は入力装置

への当該住民基本台帳カードの暗証番号（住民基本台帳法施行規則（平成11

年自治省令第35号）第43条第１項又は第２項に規定する暗証番号をいう。）

の入力を行わなければならない。 

（住民基本台帳カード等の管理） 

第11条 利用登録者は、自己の住民基本台帳カード及び第４条第２項の規定に

より設定した暗証番号（第９条の規定により変更したときは、当該変更後の

もの）を適切に管理しなければならない。 

   附 則 

 この規則は、平成26年12月１日から施行する。 

（平26.11.28掲示済） 
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次に掲げる規則を公布する。 

職員の初任給及び昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則 

平成26年12月２日 

大阪市長  橋 下   徹  

 

 

 

大阪市規則第212号 

職員の初任給及び昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規 

則 

 職員の初任給及び昇給等の基準に関する規則（昭和59年大阪市規則第15号）

の一部を次のように改正する。 

 別表第１行政職給料表の項中 

「 

児童生活支援員 大学卒 １級 27号給 

短大卒 １級 19号給 

高校卒 １級 11号給 

」 

を 

「 

児童生活支援員 大学卒 １級 27号給 

短大卒 １級 19号給 

高校卒 １級 11号給 

法務職員 法曹有資格者 ２級 23号給 

」 

に改め、同表備考ただし書中「第４号」を「第４号及び第８号」に改め、同表

備考中第24号を第25号とし、第８号から第23号までを１号ずつ繰り下げ、第７

号の次に次の１号を加える。 

(8) 法曹有資格者 司法修習生の修習を終えた者をいう。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

（平26.12.２掲示済） 

 

 

 

職員の任用に関する規則の一部を改正する規則を公布する。 

平成26年12月２日 

大阪市人事委員会  

委員長 西村 捷三  

大阪市人事委員会規則第18号 
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職員の任用に関する規則の一部を改正する規則 

職員の任用に関する規則（昭和49年大阪市人事委員会規則第４号）の一部を

次のように改正する。 

別表中「技術職員」を「技術職員、法務職員」に改める。 

   附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

（平26.12.２掲示済） 

 

 

 

職務の級の標準的な職務の内容及び職員の職務の級を決定する基準に関する

規則の一部を改正する規則を公布する。 

平成26年12月２日 

大阪市人事委員会  

委員長 西村 捷三  

大阪市人事委員会規則第19号 

職務の級の標準的な職務の内容及び職員の職務の級を決定する基 

準に関する規則の一部を改正する規則 

 職務の級の標準的な職務の内容及び職員の職務の級を決定する基準に関する

規則（平成19年大阪市人事委員会規則第６号）の一部を次のように改正する。 

別表第２（第４条関係）級別資格基準表ア 行政職給料表級別資格基準表中 

「 

児童生活支援員 － － ０ １ ６ 

」 

を 

「 

児童生活支援員 － － ０ １ ６ 

法務職員 － － ０ ０ ３ 

」 

に改める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

（平26.12.２掲示済） 

 

 

 

 

 

 

大阪市交通局任期付企業職員の給与の特例に関する規程の一部を改正する規

企 業 管 理 規 程 
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程を公布する。 

  平成26年11月28日 

大阪市交通局長 藤本 昌信  

大阪市交通事業管理規程第60号 

大阪市交通局任期付企業職員の給与の特例に関する規程の一部を 

改正する規程 

大阪市交通局任期付企業職員の給与の特例に関する規程（平成17年大阪市交

通事業管理規程第16号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１項中「に相当する額」を「を超えない範囲内の額」に改める。 

第５条第２項中「期末勤勉規程第３条第２項第１号」を「期末勤勉規程第３

条第２項第２号」に、「割合」を「割合に当該職員の所属成績（大阪市交通局

が実施する所属単位での目標管理制度（以下「所属目標管理制度」という。）

の調査対象期間における成績をいう。以下同じ。）による割合を加えて得た割

合」に、「、100分の67.5」を「、100分の67.5に当該職員の所属成績による割

合を加えて得た割合」に、「「100分の67.5」を「「100分の67.5に当該職員の

所属成績（大阪市交通局が実施する所属単位での目標管理制度（以下「所属目

標管理制度」という。）の調査対象期間における成績をいう。以下同じ。）に

よる割合を加えて得た割合」に改め、同条第３項中「及び第３条第２項第１号」

を「及び第３条第２項第２号」に、「同規程第３条第２項第１号」を「同規程

第３条第２項第２号」に、「割合」を「割合に当該職員の所属成績（大阪市交

通局が実施する所属単位での目標管理制度（以下「所属目標管理制度」とい

う。）の調査対象期間における成績をいう。以下同じ。）による割合を加えて

得た割合」に、「、100分の67.5」を「、100分の67.5に当該職員の所属成績に

よる割合を加えて得た割合」に、「「100分の67.5」を「「100分の67.5に当該

職員の所属成績（大阪市交通局が実施する所属単位での目標管理制度（以下

「所属目標管理制度」という。）の調査対象期間における成績をいう。以下

同じ。）による割合を加えて得た割合」に改める。 

附則第２項中「平成26年６月」を「平成26年12月」に、「100分の140」を

「100分の155」に、「100分の152」を「100分の167」に改める。 

附 則 

この規程は、平成26年12月１日から施行する。 

（平26.11.28掲示済） 

 

 

 

大阪市交通局企業職員の期末手当及び勤勉手当に関する規程の一部を改正す

る規程を公布する。 

  平成26年11月28日 

大阪市交通局長 藤本 昌信  

大阪市交通事業管理規程第61号 
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大阪市交通局企業職員の期末手当及び勤勉手当に関する規程の一 

部を改正する規程 

大阪市交通局企業職員の期末手当及び勤勉手当に関する規程（平成18年大阪

市交通事業管理規程第52号）の一部を次のように改正する。 

第３条第２項第２号中「割合」を「割合に当該職員の所属成績（大阪市交通

局が実施する所属単位での目標管理制度（以下「所属目標管理制度」という。）

の調査対象期間における成績をいう。以下同じ。）による割合を加えて得た割

合」に、「100分の67.5」を「100分の67.5に当該職員の所属成績による割合を

加えて得た割合」に、「得た額。」を「得た額。ただし、所属目標管理制度に

おいて、大阪市交通局長（以下「局長」という。）が優秀と認める所属の職員

にあっては、当該額に10,000円を加えて得た額」に改め、同条第３項中「及び

第３号」を削り、「勤務成績による割合」を「勤務成績による割合に当該職員

の所属成績による割合を加えて得た割合及び前項第３号の職員の勤務成績によ

る割合」に、「第13条第５項及び第６項で定めるもの」を「、前項第２号の職

員にあっては、第13条第５項で定める割合に同条第７項で定める割合を加えて

得た割合、前項第３号の職員にあっては、第13条第６項で定める割合」に改め、

同条第５項第１号中「100分の67.5」を「100分の82.5」に、「100分の87.5」

を「100分の102.5」に改める。 

第６条第２項第４号中「大阪市交通局長（以下「局長」という。）」を「局

長」に改める。 

第12条第２項及び第３項中「７時間45分」を「８時間」に改める。 

第13条第２項及び第３項中「７時間45分」を「８時間」に改め、同条第５項

第１号ア及びイ中「割増支給率」を「割増支給率Ｂ」に改め、同項第２号ア中

「割増支給率Ａに６を乗じたもの及び」を削り、同号イ中「割増支給率Ａに４

を乗じたもの及び」を削り、同号ウ中「に割増支給率Ａを加えて得た割合（当

該割合が100分の78.75を超えるときは、100分の78.75）」を削り、同項第３号

ア中「割増支給率Ａに６を乗じたもの及び」を削り、同号イ中「割増支給率Ａ

に４を乗じたもの及び」を削り、同号ウ中「に割増支給率Ａを加えて得た割合

（当該割合が100分の78.75を超えるときは、100分の78.75）」を削り、同項第

４号ア中「割増支給率Ａに６を乗じたもの及び」を削り、同号イ中「割増支給

率Ａに４を乗じたもの及び」を削り、同号ウ中「に割増支給率Ａを加えて得た

割合（当該割合が100分の78.75を超えるときは、100分の78.75）」を削り、同

項第５号ア中「割増支給率Ａに６を乗じたもの及び」を削り、同号イ中「割増

支給率Ａに４を乗じたもの及び」を削り、同号ウ中「に割増支給率Ａを加えて

得た割合（当該割合が100分の78.75を超えるときは、100分の78.75）」を削り、

同項第６号ア中「割増支給率Ａに６を乗じたもの及び」を削り、同号イ中「割

増支給率Ａに４を乗じたもの及び」を削り、同号ウ中「に割増支給率Ａを加え

て得た割合（当該割合が100分の78.75を超えるときは、100分の78.75）」を削

り、同項第７号ア中「割増支給率Ａに６を乗じたもの及び」を削り、同号イ中

「割増支給率Ａに４を乗じたもの及び」を削り、同号ウ中「に割増支給率Ａを
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加えて得た割合（当該割合が100分の78.75を超えるときは、100分の78.75）」を

削り、同項第８号ア中「割増支給率Ａに６を乗じたもの及び」を削り、同号イ

中「割増支給率Ａに４を乗じたもの及び」を削り、同号ウ中「に割増支給率Ａ

を加えて得た割合（当該割合が100分の78.75を超えるときは、100分の78.75）」

を削り、同項第９号ア中「割増支給率Ａに６を乗じたもの及び」を削り、同号

イ中「割増支給率Ａに４を乗じたもの及び」を削り、同号ウ中「に割増支給率Ａ

を加えて得た割合（当該割合が100分の78.75を超えるときは、100分の78.75）」

を削り、同項第10号ア中「割増支給率Ａに６を乗じたもの及び」を削り、同号

イ中「割増支給率Ａに４を乗じたもの及び」を削り、同号ウ中「に割増支給率Ａ

を加えて得た割合（当該割合が100分の78.75を超えるときは、100分の78.75）」

を削り、同条中第９項を第10項とし、同条第８項中「第５項における」を「第

５項及び第７項における」に改め、第１号を削り、同項第２号中「第５項第２

号」を「第７項」に、「係長級」を「第３条第２項第２号」に、「100分の

67.5」を「100分の67.5（課長代理級の職員にあっては、100分の87.5）」に、

「同号ア」を「第７項第１号」に、「６を」を「２を」に、「同号イ」を「同

項第２号」に改め、「に４を乗じたもの及び同号ウの規定の適用を受ける職員

の勤勉手当基礎額の総額」を削り、「捨てる。）」を「捨てる。）とする。」

に改め、同号を同項第１号とし、同号の次に次の１号を加える。 

(2) 第５項第１号の割増支給率Ｂとは、次に掲げる額の合計額を、同号アの

規定の適用を受ける職員の勤勉手当基礎額の総額に２を乗じたものに同号

イの規定の適用を受ける職員の勤勉手当基礎額の総額を加えた額で除して

得た割合（その割合に小数点以下第３位未満の端数があるときは、これを

切り捨てる。）とする。 

  ア 第５項第１号エの規定の適用を受ける職員の勤勉手当基礎額の総額に

100分の11を乗じて得た額 

  イ 第５項第１号オの規定の適用を受ける職員の勤勉手当基礎額の総額に

100分の21を乗じて得た額 

第13条第８項中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号を削り、第７号

を第５号とし、第８号を削り、第９号を第６号とし、第10号を削り、第11号を

第７号とし、第12号を削り、第13号を第８号とし、第14号を削り、第15号を第

９号とし、第16号を削り、第17号を第10号とし、第18号を削り、第19号を第11

号とし、同項を同条第９項とし、同条第７項中「前２項」を「前３項」に改め、

同項を同条第８項とし、同条第６項の次に次の１項を加える。 

７ 第３条第２項第２号の職員の所属成績による割合は、次の各号に掲げる所

属の区分に応じ、当該各号に定める割合とする。 

(1) 所属目標管理制度における目標を達成した所属 割増支給率Ａに２を乗

じて得た割合 

(2) 所属目標管理制度における目標を達成できなかった所属 割増支給率Ａ

附則第２項を次のように改める。 

２ 平成26年12月に職員（第３条第２項第１号の職員及び同項第２号の職員（再
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任用職員及び育児休業に伴う任期付職員を除く。）に限る。）に支給する期

末手当に関する第２条第２項第１号の規定の適用については、同号中「100

分の137.5」とあるのは「100分の149.5」と、「100分の117.5」とあるのは

「100分の129.5」とする。 

附 則 

この規程は、平成26年12月１日から施行する。 

（平26.11.28掲示済） 

 

 

 

大阪市交通局企業職員の退職手当に関する規程の特例に関する規程を公布す

る。 

平成26年12月３日 

大阪市交通局長 藤本 昌信  

大阪市交通事業管理規程第62号 

大阪市交通局企業職員の退職手当に関する規程の特例に関する規 

程 

第１条 平成27年３月31日に退職する大阪市交通局企業職員の退職手当に関す

る規程（平成25年大阪市交通事業管理規程第37号。以下「退職手当規程」と

いう。）第２条に規定する職員（大阪市交通局長が定める日までに所定の退

職願を提出した者に限る。以下「平成27年３月31日に退職する職員」とい

う。）であって、その者の退職の日の属する年度の末日における年齢（その

者が同日前に死亡した場合にあっては、その者が同日において生存している

とした場合の年齢。以下「退職年度末年齢」という。）が40歳から49歳まで

であるもの（退職手当規程第７条又は第８条の規定の適用を受ける職員及び

次に掲げる事由により退職する職員を除く。以下この条において「対象職員」

という。）に対する退職手当規程第５条に規定する退職手当の基本額は、退

職手当規程第６条の規定にかかわらず、同条に規定する給料月額（以下「給

料月額」という。）及び当該給料月額に100分の20を乗じて得た額の合計額

に、対象職員の勤続期間に応じて退職手当規程別表第３に定める支給率を乗

じて得た額とする。 

(1) 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条第４項の規定による失職

（同法第16条第１号に該当するに至ったことによるものに限る。） 

(2) 地方公務員法第28条第１項の規定による分限免職 

(3) 退職手当規程第13条第２号に規定する職務上の義務に違反する行為があ

ったことによる退職の勧奨 

２ 対象職員に対する退職手当規程第10条第１項の規定の適用については、同

項中「第６条から第８条までの規定にかかわらず」とあるのは「大阪市交通

局企業職員の退職手当に関する規程の特例に関する規程（平成26年大阪市交

通事業管理規程第62号）第１条第１項の規定にかかわらず」と、同項第１号
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中「第６条から第８条まで」とあるのは「大阪市交通局企業職員の退職手当

に関する規程の特例に関する規程第１条第１項」と、同項第２号中「給料月

額に、」とあるのは「給料月額及び給料月額に100分の20を乗じて得た額の

合計額に、」と、同号ア中「第６条から第８条まで」とあるのは「大阪市交

通局企業職員の退職手当に関する規程の特例に関する規程第１条第１項」と、

「給料月額」とあるのは「給料月額及び給料月額に100分の20を乗じて得た

額の合計額」と、同号イ中「特定減額前給料月額」とあるのは「特定減額前

給料月額及び特定減額前給料月額に100分の20を乗じて得た額の合計額」と

する。 

第２条 平成27年３月31日に退職する職員のうち、退職年度末年齢が40歳から

49歳までであって、退職手当規程第８条第６号に該当するもの（次項におい

て「対象職員」という。）に対する同条の規定の適用については、同条中「給

料月額」とあるのは「給料月額及び当該給料月額に100分の20を乗じて得た

額の合計額」とする。 

２ 対象職員に対する退職手当規程第10条第１項の規定の適用については、同

項中「第６条から第８条までの規定にかかわらず」とあるのは「大阪市交通

局企業職員の退職手当に関する規程の特例に関する規程（平成26年大阪市交

通事業管理規程第62号）第２条第１項の規定により読み替えられた第８条の

規定にかかわらず」と、同項第１号中「第６条から第８条まで」とあるのは

「大阪市交通局企業職員の退職手当に関する規程の特例に関する規程第２条

第１項の規定により読み替えられた第８条」と、同項第２号中「給料月額

に、」とあるのは「給料月額及び給料月額に100分の20を乗じて得た額の合

計額に、」と、同号ア中「第６条から第８条まで」とあるのは「大阪市交通

局企業職員の退職手当に関する規程の特例に関する規程第２条第１項の規定

により読み替えられた第８条」と、「給料月額」とあるのは「給料月額及び

給料月額に100分の20を乗じて得た額の合計額」と、同号イ中「特定減額前

給料月額」とあるのは「特定減額前給料月額及び特定減額前給料月額に100

分の20を乗じて得た額の合計額」とする。 

第３条 平成27年３月31日に退職する職員であって、退職年度末年齢が50歳か

ら58歳までであるもの（退職手当規程第８条第１号から第３号まで、第７号

及び第８号に該当する者を除く。）に対する退職手当規程第11条の規定の適

用については、同条の表中「退職の日において定められているその者に係る

定年と退職の日の属する年度の末日におけるその者の年齢（その者が同日前

に死亡した場合にあっては、その者が同日において生存しているとした場合

の年齢）との差に相当する年数１年につき100分の２」とあるのは、次の表

の左欄に掲げる退職年度末年齢の区分に応じそれぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

 

 

毎週金曜日発行　　　　　　 　大 阪 市 公 報 第 5 7 0 3  号　　　　　　　 平成26年12月12日

34



 

 

 

 

 

50歳から55歳まで 100分の20 

56歳 100分の15 

57歳 100分の10 

58歳 100分の５ 

附 則 

この規程は、平成26年12月４日から施行する。 

（平26.12.３掲示済） 

 

 

 

 

 

 

大阪市告示第1639号の２ 

 大阪市住民基本台帳カードの利用に関する条例（平成26年大阪市条例第35号）

中第２条、第３条第１項（第２条第４号に係る部分に限る。）及び第３項並び

に第４条第１項（第２条第４号に係る部分に限る。）の規定を除くその他の規

定は、平成26年12月１日から施行する。 

  平成26年11月28日 

大阪市長  橋 下   徹  

（平26.11.28.掲示済） 

 

 

 

大阪市告示第1662号 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項の規定に基づき、鶴

見緑地球技場ほか２施設について、次のとおり指定管理者を指定したので、大

阪市公園条例（昭和52年大阪市条例第29号）第24条前段の規定に基づき公告す

る。 

  平成26年12月12日 

大阪市長  橋 下   徹  

１ 施設の名称 

  鶴見緑地球技場 

鶴見緑地運動場 

鶴見緑地庭球場 

２ 指定管理者の所在地及び名称 

  大阪市港区田中３丁目１番40号 

告      示 
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  鶴見緑地スマイル５ 

   構成員 一般財団法人 大阪スポーツみどり財団 

       美津濃株式会社 

三菱電機ビルテクノサービス株式会社 

       株式会社 ウエルネスサプライ 

       有限会社 エルミオーレ 

３ 指定期間 

  平成27年４月１日から平成32年３月31日まで 

（経済戦略局スポーツ部スポーツ課） 

 

 

 

大阪市告示第1663号 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項の規定に基づき、次

のとおり指定管理者を指定したので、大阪市公園条例（昭和52年大阪市条例第

29号）第24条前段の規定に基づき公告する。 

  平成26年12月12日 

大阪市長  橋 下   徹  

１ 施設の名称 

  鶴見緑地（大阪市公園条例（昭和52年大阪市条例第29号）第３条第２項に

規定する代行公園の部分に限る。） 

鶴見緑地野外卓 

  鶴見緑地馬場 

  鶴見緑地パークゴルフ場 

  咲くやこの花館 

  むらさき亭 

  陳列館ホール 

  水の館ホール 

２ 指定管理者 

  大阪市港区田中３丁目１番40号 

  鶴見緑地スマイル５ 

   構成員 一般財団法人 大阪スポーツみどり財団 

       美津濃株式会社 

三菱電機ビルテクノサービス株式会社 

       株式会社 ウエルネスサプライ 

       有限会社 エルミオーレ 

３ 指定の期間 

  平成27年４月１日から平成32年３月31日まで 

ただし、咲くやこの花館については、平成28年４月１日から平成32年３月

31日まで 
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（建設局公園緑化部公園管理課） 

 

 

 

大阪市告示第1664号 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項の規定に基づき、大

阪市立西区民センターについて、次のとおり指定管理者を指定したので、大阪

市コミュニティ振興施設条例（昭和40年大阪市条例第50号）第20条前段の規定

に基づき公告する。 

  平成26年12月12日 

大阪市長  橋 下   徹  

施設の名称 指定管理者 指定の期間 

大阪市立西区民センター 大阪市北区梅田１丁目２番２－

1200号（大阪駅前第２ビル12Ｆ）

株式会社ハウスビルシステム 

平成27年１月１

日から平成28年

３月31日まで 

（西区役所市民協働課） 

 

 

 

大阪市告示第1665号 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項の規定に基づき、次

のとおり指定管理者を指定したので、大阪市立防災センター条例（昭和56年大

阪市条例第43号）第19条前段の規定に基づき公告する。 

  平成26年12月12日 

大阪市長  橋 下   徹  

１ 施設の名称 

  大阪市立阿倍野防災センター 

２ 指定管理者の所在地及び名称 

  大阪市西区江戸堀１丁目24番18号 

一般財団法人大阪消防振興協会・ノムラテクノ株式会社大阪支店・ジェイ・

アクシス株式会社共同事業体 

構成員 一般財団法人 大阪消防振興協会 

ノムラテクノ株式会社 

ジェイ・アクシス株式会社 

３ 指定の期間 

平成27年４月１日から平成32年３月31日まで 

（消防局予防部予防課） 
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大阪市告示第1666号 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定に基づき

大規模小売店舗の変更の届出があったので、同法第６条第３項において準用す

る同法第５条第３項の規定により次のとおり公告する。 

  平成26年12月12日 

大阪市長  橋 下   徹  

１ 届出の概要 

(1) 大規模小売店舗の名称及び所在地 

万代加美店 

大阪市平野区加美東１丁目13番33号（住居表示） 

(2) 大規模小売店舗を設置する者の氏名及び住所 

日興製鑵株式会社 代表取締役 木谷 伊良 

大阪市平野区平野北２丁目１番45号 

(3) 変更事項 

大規模小売店舗の名称及び所在地 

（変更前）株式会社万代加美店 

大阪市平野区加美東１丁目13番33号（住居表示） 

（変更後）万代加美店 

大阪市平野区加美東１丁目13番33号（住居表示） 

(4) 変更年月日 

平成16年10月１日 

２ 届出年月日 

  平成26年11月20日 

３ 届出書類の縦覧 

(1) 縦覧に供する場所 

大阪市経済戦略局産業振興部地域産業課 

大阪市住之江区南港北２丁目１番10号 ＡＴＣビルＯ＇ｓ棟南館４階 

(2) 期間 

平成26年12月12日（金）から平成27年４月13日（月）まで（日曜日、土

曜日及び祝日その他の大阪市の休日を除く。） 

(3) 時間 

午前９時30分から午後５時まで 

４ 大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定による意見書の提出期限及び提

出先 

(1) 提出期限 

平成27年４月13日（月） 

(2) 提出先 

上記３(1)に同じ 

（経済戦略局産業振興部地域産業課） 
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大阪市告示第1667号 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定に基づき

大規模小売店舗の変更の届出があったので、同法第６条第３項において準用す

る同法第５条第３項の規定により次のとおり公告する。 

  平成26年12月12日 

大阪市長  橋 下   徹  

１ 届出の概要 

(1) 大規模小売店舗の名称及び所在地 

山陽マルナカ住之江店 

大阪市住之江区西加賀屋１丁目２番34号（住居表示） 

(2) 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっ

ては代表者の氏名 

株式会社山陽マルナカ 代表取締役 井出 武美 

岡山県岡山市南区平福１丁目305番地の２ 

(3) 変更事項 

① 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあ

っては代表者の氏名 

（変更前）株式会社山陽マルナカ 代表取締役 中山 明憲 

岡山県岡山市南区平福１丁目305番地の２ 

（変更後）株式会社山陽マルナカ 代表取締役 井出 武美 

岡山県岡山市南区平福１丁目305番地の２ 

  ② 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並び

に法人にあっては代表者の氏名 

（変更前）株式会社山陽マルナカ 代表取締役 中山 明憲 

岡山県岡山市南区平福１丁目305番地の２ 

（変更後）株式会社山陽マルナカ 代表取締役 井出 武美 

岡山県岡山市南区平福１丁目305番地の２ 

(4) 変更年月日 

①②平成26年５月24日 

２ 届出年月日 

  平成26年12月１日 

３ 届出書類の縦覧 

(1) 縦覧に供する場所 

大阪市経済戦略局産業振興部地域産業課 

大阪市住之江区南港北２丁目１番10号 ＡＴＣビルＯ＇ｓ棟南館４階 

(2) 期間 

平成26年12月12日（金）から平成27年４月13日（月）まで（日曜日、土

曜日及び祝日その他の大阪市の休日を除く。） 
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(3) 時間 

午前９時30分から午後５時まで 

４ 大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定による意見書の提出期限及び提

出先 

(1) 提出期限 

平成27年４月13日（月） 

(2) 提出先 

上記３(1)に同じ 

（経済戦略局産業振興部地域産業課） 

 

 

 

大阪市告示第1668号 

 大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第２項の規定に基づき

大規模小売店舗の変更の届出があったので、同法第６条第３項において準用す

る同法第５条第３項の規定により次のとおり公告する。 

 平成26年12月12日 

大阪市長  橋 下   徹  

１ 届出の概要 

(1) 大規模小売店舗の名称及び所在地 

山陽マルナカ住之江店 

大阪市住之江区西加賀屋１丁目２番34号（住居表示） 

(2) 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっ

ては代表者の氏名 

株式会社山陽マルナカ 代表取締役 井出 武美 

岡山県岡山市南区平福１丁目305番地の２ 

(3) 変更事項 

大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項 

① 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻 

    （変更前） 

小売業者 開店時刻 閉店時刻 

株式会社山陽マルナカ 午前９時 午後12時 

（変更後） 

小売業者 開店時刻 閉店時刻 

株式会社山陽マルナカ 24時間 

② 来客が駐車場を利用することができる時間帯 

（変更前）午前８時45分から翌午前０時30分 

（変更後）24時間 
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(4) 変更年月日 

平成27年２月15日 

２ 届出年月日 

  平成26年12月１日 

３ 届出書類の縦覧 

(1) 縦覧に供する場所 

大阪市経済戦略局産業振興部地域産業課 

大阪市住之江区南港北２丁目１番10号 ＡＴＣビルＯ＇ｓ棟南館４階 

(2) 期間 

平成26年12月12日（金）から平成27年４月13日（月）まで（日曜日、土

曜日及び祝日その他の大阪市の休日を除く。） 

(3) 時間 

午前９時30分から午後５時まで 

４ 大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定による意見書の提出期限及び提

出先 

(1) 提出期限 

平成27年４月13日（月） 

(2) 提出先 

上記３(1)に同じ 

（経済戦略局産業振興部地域産業課） 

 

 

 

大阪市告示第1669号 

 計量法（平成４年法律第51号）第19条及び第21条の規定により特定計量器（取

引や証明等に使用するはかり）の定期検査を実施する。 

平成26年12月12日 

大阪市長  橋 下   徹  

１ 特定計量器定期検査実施区域及び検査場所 

平成27年                    福島区 

検 査 月 日 曜 検 査 場 所 所  在  地 

１ 月 1 5 日 木 福 島 小 学 校 福 島 ４ 丁 目 ５ 番 ６ 号 

１ 月 1 6 日 金 野 田 中 学 校 吉 野 ５ 丁 目 ９ 番 ４ 号 

１ 月 1 9 日 月 福 島 区 役 所 大 開 １ 丁 目 ８ 番 １ 号 

１ 月 2 0 日 火 鷺 洲 小 学 校 鷺 洲 ５ 丁 目 ６ 番 ８ 号 

２ 所在場所における検査 

  特定計量器を土地又は建物その他の工作物に取り付けて使用する場合、そ

の他特別な事由がある場合については別に検査するので、定期検査の前日ま

でに大阪市港区田中３丁目１番126号「特定非営利活動法人大阪市計量協会」

（電話06‐6577‐5884）まで問い合わせされたい。 
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３ 実施する機関 

  大阪市指定定期検査機関 特定非営利活動法人大阪市計量協会 

（経済戦略局計量検査所） 

 

 

 

大阪市告示第1670号 

特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第10条第１項の規定により、

特定非営利活動法人の設立の認証の申請があったので、次のとおり公告する。 

なお、申請書に添付された定款、役員名簿、設立趣旨書、事業計画書及び活

動予算書については、申請書を受理した日から２か月間、大阪市市民局区政支

援室市民活動支援担当において、公衆の縦覧に供する。 

平成26年12月12日 

大阪市長  橋 下   徹  

申請に係る特定非営利活動法人に係る事項 

申請のあった年月日 平成26年９月16日 

申請書を受理した日 平成26年11月21日 

名 称 特定非営利活動法人日中文化研究センター 

代 表 者 の 氏 名 高柳 賢也 

主たる事務所の所在地 大阪市旭区新森６丁目４番５号グリーンハイツ新

森306号室 

定款に記載された目的 この法人は、日本と中国の文化に関する研究及び

友好交流事業を行うことにより、もって日本と中

国の市民レベルの友好交流を促進することを目的

とする。 

申請のあった年月日 平成26年10月15日 

申請書を受理した日 平成26年11月25日 

名 称 特定非営利活動法人くらやみにまけないで 

代 表 者 の 氏 名 小倉 文 

主たる事務所の所在地 大阪市港区波除３丁目３番６号クリアレジデンス

弁天403号 

定款に記載された目的 この法人は、虐待・DV被害者、生活保護者、障害

者の社会復帰と自立を目指し、社会に貢献できる

人材を増やすことに寄与する。 

申請のあった年月日 平成26年10月21日 

申請書を受理した日 平成26年11月25日 

名 称 特定非営利活動法人カウンセリングサポートナウ 

代 表 者 の 氏 名 今原 栄子 

主たる事務所の所在地 大阪市東成区大今里南６丁目16番７ 
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定款に記載された目的 この法人は、カウンセリングと研修及び講演を通

して、社会一般の多くの人々や、企業・団体で働

く人々に対し、人と人の関係を円滑にするための

コミュニケーション、特に傾聴（聴く）すること

の大切さ、及びカウンセリングマインドを広く啓

発、普及し、社会生活を営む人が、お互いに自立

した人間としての社会生活を営むこと、および尊

厳ある生き方ができるようになるよう援助するこ

とを目的とする。 

申請のあった年月日 平成26年10月28日 

申請書を受理した日 平成26年11月25日 

名 称 特定非営利活動法人まちイノベーション 

代 表 者 の 氏 名 川辺 友之 

主たる事務所の所在地 大阪市北区天満３－２－２シャンブルド天満橋２

階 

定款に記載された目的 この法人は、少子高齢化により疲弊した地方及び

地域に対して、ICT（ICTとは情報通信技術の総称）

を活用したクラウドファンディングなどの事業を

行い、地方及び地域の活性化に寄与することを目

的とする。 

（市民局区政支援室市民活動支援担当） 

 

 

 

大阪市告示第1671号 

特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第25条第４項の規定により、

特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったので、次のとおり公告

する。 

なお、申請書に添付された定款、事業計画書及び活動予算書については、申

請書を受理した日から２か月間、大阪市市民局区政支援室市民活動支援担当に

おいて、公衆の縦覧に供する。 

平成26年12月12日 

大阪市長  橋 下   徹  

申請に係る特定非営利活動法人に係る事項 

申請のあった年月日 平成26年10月21日 

申請書を受理した日 平成26年11月21日 

名 称 特定非営利活動法人総合マネジメントシステム協

会 

代 表 者 の 氏 名 河本 亮 
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主たる事務所の所在地 大阪市中央区内本町１丁目１番１号 ＯＣＴビル 

定款に記載された目的 この法人は、社会一般に対して、総合マネジメン

トシステム＊１を普及させる事に関する事業を行

い、社会教育、環境保全、国際協力などに寄与す

ることを目的とする。 

＊１マネジメントシステム：企業など組織におけ

る経営管理の体系 

申請のあった年月日 平成26年10月28日 

申請書を受理した日 平成26年11月21日 

名 称 特定非営利活動法人ＶＩＣＴＥＣ ＳＰＯＲＴＳ 

代 表 者 の 氏 名 田中 大祐 

主たる事務所の所在地 大阪市東住吉区東田辺１－18－15ベルフィオーレ

駒川501 

定款に記載された目的 この法人は、主に中学生、高校生に対して、バド

ミントンの普及活動に関する事業を行い、スポー

ツの振興及び生活文化の向上に寄与することを目

的とする。 

申請のあった年月日 平成26年10月29日 

申請書を受理した日 平成26年11月21日 

名 称 特定非営利活動法人両国人権・福祉・交流センタ

ー 

代 表 者 の 氏 名 川邉 治延 

主たる事務所の所在地 大阪市旭区清水５丁目６番28号誓願寺内 

定款に記載された目的 この法人は、平和を願い、住みよい自然環境と、

一人ひとりの人権が尊重され、健康で安心して暮

らせるため、福祉、文化、芸術又はスポーツ活動

など、人々の相互の活動を通して、男女共同参画

社会や子どもの健全育成を図る社会の実現を目指

すことを目的とする。 

申請のあった年月日 平成26年10月３日 

申請書を受理した日 平成26年11月25日 

名 称 特定非営利活動法人安全誘導協会 

代 表 者 の 氏 名 廣瀬 敏夫 

主たる事務所の所在地 大阪府吹田市豊津町36番１号 

定款に記載された目的 この法人は、環境負荷の少ない災害時避難場所誘

導標識板付防犯灯の普及、並びに防犯・防災意識

向上に関する事業を行うことにより、地域社会の

安全及び災害発生時の避難誘導等に寄与すること

を目的とする。 
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また、この法人は、地域住民に対して、高齢者の

介護等に関する事業を行うことにより、地域福祉

の推進に寄与することを目的とする。 

申請のあった年月日 平成26年10月10日 

申請書を受理した日 平成26年11月25日 

名 称 特定非営利活動法人ＡＲＣＯ 

代 表 者 の 氏 名 上田 恵子 

主たる事務所の所在地 大阪市西区新町１丁目34番21号エーダイビル501号 

定款に記載された目的 この法人は、障がい者に対して、就労支援などを

行うとともに、地域住民に対しても障がい者へも

理解を促進させる為の啓発事業を行うことで障が

い者福祉の増進に寄与することを目的とする。 

申請のあった年月日 平成26年10月23日 

申請書を受理した日 平成26年11月25日 

名 称 特定非営利活動法人人権人材ネットワーク 

代 表 者 の 氏 名 北口 末広 

主たる事務所の所在地 大阪市港区波除４丁目１番37号 ＨＲＣビル９階 

定款に記載された目的 この法人は、人権に関わって活動し社会に役立ち

たいという人々に、政治・経済・哲学、人権政策、

国際協力等々の理論学習から実践的な職業能力開

発まで、多様な教育と訓練の場を提供し、国際的

視点と現場的視点をもった「人権人材」を育成す

るとともに、「人権人材」と人材を求める団体と

をつなぐ人材派遣や職業紹介を行い、人と団体／

学びと実践を有機的に結びつけることで、人権に

関するネットワークや活動全体、ひいては広く公

益に寄与することを目的とする。 

申請のあった年月日 平成26年11月４日 

申請書を受理した日 平成26年11月25日 

名 称 ＮＰＯ法人関西七福神グループ 

代 表 者 の 氏 名 長江 朝男 

主たる事務所の所在地 大阪市此花区梅香２丁目５番11号 

定款に記載された目的 この法人は、地域住民に対して、高齢者の生活及

び生活弱者の生活環境の保護や、市民の教育支援

事業を行い、地域の町づくりや福祉活動に寄与す

ることを目的とする。 

（市民局区政支援室市民活動支援担当） 
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大阪市告示第1672号 

 平成26年10月１日、16日及び11月21日開議の市会本会議において認定を経た

決算の要領は、次のとおりである。 

  平成26年12月12日 

大阪市長  橋 下   徹  
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